
議案第５３号 

令和５年度 岡垣町水道事業会計利益の処分及び決算認定について 

  地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３２条第２項の規定に基づき、令和５年度岡垣町水道事業会計決算に

伴う利益を剰余金処分計算書のとおり処分し、併せて同法第３０条第４項の規定に基づき、決算を別紙監査委員の意見書

を付けて議会の認定に付する。 

令和６年 ９月 ５日提出 

岡垣町長 門 司 晋 
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令和５年度 岡垣町水道事業報告書 

１．概 況 

（１）総括事項

水道事業の主な収入である給水収益は、対前年度の 199.60 ﾊﾟｰｾﾝﾄとなり大きく増加した。これは、前年度に行ったコロナ禍

における原油価格・物価高騰対策としての水道料金の特例減額（令和 4 年 9 月～令和 5 年 3 月）が主な要因である。また、そ

の他の営業収益では、近年アパートの建設等により高い水準にあった口径別納付金が 27.11 ﾊﾟｰｾﾝﾄ減（△7,640,912 円）となり、

前年度を下回った。 

事業については、地下水の取水と北九州市からの受水で安定的な給水を継続し、効率的な業務活動に努めた結果、経常

利益が生じた。 

営業費用については、昨年度から高騰していた浄水場の動力費が国の補助により下がったものの、吉木水源の取水に関す

る地元との契約の更新に時間を要した事、黒山水源で発生した落雷事故により、取水ポンプが故障し取水が出来なくなった事

に伴い北九州市からの受水費が増加したほか、漏水調査の強化に伴う漏水管の修理費の増などにより増加した。配水量につ

いては、漏水調査の強化により大きく減少したものの、有収水量は減少傾向が続いている。 

当面の経営状況は、令和３年１０月からの料金改定による収益的収入の増加により、十分な純利益が生じ安定的な経営が

継続できる見通しであるが、管路及び施設の老朽化による修繕費の増加や水需要の減少が懸念されること、そして能登半島地

震による被害状況を踏まえ、水道施設についても災害対策の強化が求められていることから、経営の健全化を図りながら水道の

強靭化にも努め、今後も良質で安全な水の安定供給を行う。 

①業務状況

令和５年度末時点での給水戸数は、前年度末と比較して 107 戸増の 13,239 戸、給水人口は、2 人増の 30,252 人となった。 
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年間総配水量は 3,322,533 立方ﾒｰﾄﾙで、前年度と比較して 45,205 立方ﾒｰﾄﾙ減少した。また、年間総有収水量は前年度と

比較し 26,027 立方ﾒｰﾄﾙ減少の 2,779,383 立方ﾒｰﾄﾙとなった。その結果、有収率は前年度を 0.35 ﾎﾟｲﾝﾄ上回る 83.65 ﾊﾟｰｾﾝ

ﾄとなった。有収率は微増したが、福岡県や全国の水準を下回っていることから、今後も漏水調査の強化による迅速な修繕や老

朽管の改良工事等を継続して実施し、有収率の向上に努める必要がある。 

②財政状況

収益的収支については、税抜きで収入総額 568,992,393 円に対し、支出総額 515,082,359 円で差し引き 53,910,034 円の純

利益が生じた。この利益は建設改良や減債資金等のために積み立て、財政的に支障のないよう運用するものである。 

（イ）収益的収入の総額については、前年度と比較して 10,015,013 円減の 568,992,393 円となった。

営業収益は、240,048,064 円増の 530,670,025 円で、主な収入は水道料金 246,884,658 円増の 494,761,571 円、口径別

納付金 7,640,912 円減の 20,544,554 円である。 

また、営業外収益は 250,063,077 円減の 38,322,368 円となった。主な収入は、長期前受金戻入 34,307,564 円と雑収益

3,474,804 円である。 

（ロ）収益的支出の総額については、前年度と比較して 10,919,675 円増の 515,082,359 円となった。

営業費用の主な経費は、原水及び浄水費 1,770,267 円増の 178,863,297 円、配水及び給水費 10,982,371 円増の

63,295,215 円、総係費 4,167,732 円増の 49,772,029 円、減価償却費 1,003,345 円減の 191,567,960 円、資産減耗費

2,547,609 円減の 1,670,411 円である。 

営業外費用は 2,449,741 円減の 29,913,447 円となり、主な経費は企業債利息 2,565,205 円減の 29,366,920 円である。 
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（ハ）資本的収支については、税込みで収入総額 165,750,000 円に対し、支出総額 429,492,461 円となり、不足する金額は

263,742,461 円で前年から 79,670,403 円減少した。これは、浄水場高圧受電盤他更新工事の繰越に伴い、前年度は企業

債の借入を行わず不足額が大きく増加したことによるものである。なお、不足額については、当年度分消費税及び地方消費

税資本的収支調整額、当年度分損益勘定留保資金、建設改良積立金、減債積立金で補てんした。 

③建設改良事業

本年度の建設改良事業については､浄水場高圧受電盤他更新工事、旭西地内、海老津宝地内、東山田地内などの配水管

改良工事、水道事業中長期基本計画（施設更新計画）策定業務委託を主に実施し、税込みで総額 272,292,018 円を支出し

た。 

今後は、新たに策定した中長期基本計画に基づき、老朽管等の改良工事等を継続して実施する。 
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（２）経営指標に関する事項

令和５年度決算における経営の健全性を示す経常収支比率は前年度から 4.38 ポイント下落した。前年度と比較して純利益が減少

したことにより数値は下がったが、単年度の収支が黒字であることを示す 100％を大きく上回り、良好な数値となった。 

また、料金回収率は 102.91％となり、給水に係る費用が給水収益で十分に賄われていることを示している。前年度から大幅に上昇し

たが、前年度は物価高騰対策として水道料金の特例減額を行ったことで料金収入が下がり、一時的に数値が低下したものである。 

 有形固定資産減価償却率は 51.61％で、前年度から 0.40 ポイント上昇した。減価償却率は 50％を超えており、浄水場施設や設備な

どの老朽化が進行していることを示している。 

法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管路経年化率は約 40％である。これに対し、令和５年度の管路更新率は 0.56 ﾊﾟｰ

ｾﾝﾄとなっている。これは管路の老朽化の進行に対し更新が進んでいない状態を表している。管路経年化率は今後上昇すると見込ま

れるため、引き続き計画的な施設更新を行う必要がある。 

指標名 令和４年度数値 令和５年度数値 増減 算出式 

経常収支比率 114.85％ 110.47％ △4.38％ 経常収益÷経常費用×１００ 

料金回収率 52.67％ 102.91％ 50.24％ 供給単価÷給水原価×１００ 

有形固定資産 

減価償却率 
51.21％ 51.61％ 0.40％ 

有形固定資産減価償却累計額÷有形固定資産のうち 

償却対象資産の帳簿原価×１００ 

管路経年化率 39.51％ 38.56％ △0.95％ 法定耐用年数を経過した管路延長÷管路延長×１００ 

管路更新率 0.45％ 0.56％ 0.11％ 当該年度に更新した管路延長÷管路延長×１００ 
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（３）議会議決事項

（４）職員に関する事項

議案第６４号
令和４年度 岡垣町水道事業会計利益の処分及び決算認
定について

令和5年9月8日 令和5年9月22日

議案第２０号 岡垣町水道事業給水条例の一部を改正する条例 令和6年3月4日 令和6年3月22日

令和6年1月25日 令和6年1月25日

議　案　番　号 件　　名 提 案 年 月 日 議 決 年 月 日

※（　　）は再任用職員または短時間勤務職員数を示す

（１人）
３人

事　務　職
（１人）

２人

職　種　別

（０人）
０人

計
（２人）

５人
（２人）

６人
（０人）

１人

（１人）
３人

（０人）
１人

技　術　職
（１人）

３人

議案第３１号 令和６年度　岡垣町水道事業会計予算 令和6年3月4日 令和6年3月22日

令和４年度末現在 職員数 令和５年度末現在 職員数 増　減

議案第２６号 令和５年度　岡垣町水道事業会計補正予算（第３号） 令和6年3月4日 令和6年3月22日

議案第７５号 令和５年度　岡垣町水道事業会計補正予算（第１号） 令和5年12月8日 令和5年12月20日

議案第　７号 令和５年度　岡垣町水道事業会計補正予算（第２号）
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２．工　　事

（１）改良工事の概況（税込み）

工 事 名 施行内容 工事費 着工年月日 竣工年月日 備　考

東山田地内配水管改良工事（23-1工区） HPPE　φ150㎜、L= 74.86m 15,620,000 令和5年11月30日 令和6年3月8日

東山田地内配水管改良工事（23-2工区） HPPE　φ150㎜、L=106.36m 11,660,000 令和5年11月30日 令和6年3月25日

旭西地内配水管改良工事（23-1工区） HPPE　 φ50㎜、L=120.87m 10,395,000 令和5年6月30日 令和5年11月16日

旭西地内配水管改良工事（23-2工区） HPPE　φ150㎜、L= 91.20m 11,880,000 令和5年10月26日 令和6年2月13日

旭西地内配水管改良工事（23-3工区） HPPE　φ150㎜、L= 60.30m 10,340,000 令和5年11月7日 令和6年3月8日

旭中地内配水管改良工事（23-1工区） HPPE　 φ75㎜、L=105.53m 11,825,000 令和5年6月8日 令和5年9月12日

糠塚地内配水管改良工事（23-1工区） HPPE　 φ75㎜、L=110.68m 6,380,000 令和5年7月28日 令和5年11月16日

野間地内配水管改良工事（23-1工区） HPPE　 φ75㎜、L=102.32m 12,620,300 令和5年9月14日 令和6年3月2日

倉丸安川地内配水管改良工事（23-1工区） HPPE　 φ75㎜、L=167.63m 10,340,000 令和5年7月28日 令和5年11月24日

海老津宝地内配水管改良工事（23-1工区） GX　　φ250㎜、L= 99.48m 17,050,000 令和5年9月14日 令和6年1月17日

沖・大坪線配水管改良工事（23-1工区） HPPE　φ150㎜、L=239.79m 13,640,000 令和5年10月27日 令和6年1月31日

海老津地内配水管改良工事(23-1工区） DCIP　φ150㎜、L=　4.15m 5,005,000 令和6年1月19日 令和6年3月8日

岡垣町浄水場高圧受電盤他更新工事 一式 36,300,000 令和4年9月9日 令和6年2月5日

３号ろ過機電動弁更新工事 一式 1,125,300 令和5年6月6日 令和5年8月28日

浄水場ITVカメラ増設工事 一式 5,280,000 令和5年9月22日 令和6年2月28日

黒山２号水源電源ケーブル本設工事 一式 7,150,000 令和5年6月30日 令和5年9月11日

黒山水源流量計更新工事 一式 3,707,000 令和5年7月25日 令和6年2月5日

単位：円
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３．業　　務

（１）業務量

比率（Ｂ）/（Ａ）

行 政 区 域 内 人 口 31,502 人 31,496 人 △ 6 人 99.98 ％ 

行 政 区 域 内 給 水 人 口 30,250 人 30,252 人 2 人 100.01 ％ 

行 政 区 域 内 給 水 戸 数 13,132 戸 13,239 戸 107 戸 100.81 ％ 

年 間 総 配 水 量 3,367,738 ㎥ 3,322,533 ㎥ △ 45,205 ㎥ 98.66 ％ 

一 日 平 均 配 水 量 9,227 ㎥ 9,078 ㎥ △ 149 ㎥ 98.38 ％ 

年 間 総 有 収 水 量 2,805,410 ㎥ 2,779,383 ㎥ △ 26,027 ㎥ 99.07 ％ 

一 日 平 均 有 収 水 量 7,686 ㎥ 7,594 ㎥ △ 92 ㎥ 98.80 ％ 

有 収 率 83.30 ％ 83.65 ％ 0.34 ％ 100.42 ％ 

（２）事業収入に関する事項 単位：円

比率（Ｂ）/（Ａ）

営 業 収 益 182.60 ％ 

( 給 水 収 益 ） 199.60 ％ 

営 業 外 収 益 13.29 ％ 

( 長 期 前 受 金 戻 入 ） 102.36 ％ 

特 別 利 益 －

合 計 98.27 ％ 

１ ㎥ 当 り 料 金 収 入 （ 供 給 単 価 ） 201.47 ％ 

単位：円

比率（Ｂ）/（Ａ）

営 業 費 用 102.83 ％ 

営 業 外 費 用 92.43 ％ 

特 別 損 失 －

合 計 102.17 ％ 

１ ㎥ 当 り 費 用 （ 給 水 原 価 ） 103.10 ％ 

34,307,564 790,428

13,369,416

0

246,884,658

（３）事業費に関する事項

△ 250,063,077

0

288,385,445

494,761,571

38,322,368

0

247,876,913

172.98

471,799,496 485,168,912

（Ａ）

令和５年度

（Ｂ）

33,517,136

10,919,675

32,363,188

167.76 5.22

△ 2,449,741

504,162,684

29,913,447

515,082,359

△ 10,015,013

89.65

増減（Ｂ）－（Ａ）

令和４年度 比   較
区　分

579,007,406

88.36 178.01

568,992,393

290,621,961

（Ａ）

令和４年度

比   較

240,048,064

増減（Ｂ）－（Ａ）

令和５年度

増減（Ｂ）－（Ａ）（Ｂ）

比   較

0 0 0

区　　分
令和４年度

区　分

530,670,025

（Ａ）

令和５年度

（Ｂ）
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167.76円 172.98円162.10円

5.16 8.35 9.18

15.16
17.35 13.84

20.69

21.84 26.20

15.05

13.53
15.88

29.14

30.58

33.12
3.79

1.40

0.56

62.00

64.08

64.34

11.11

10.63

9.86

0.00 円

20.00 円

40.00 円

60.00 円

80.00 円

100.00 円

120.00 円

140.00 円

160.00 円

180.00 円

200.00 円

令和3年度 令和4年度 令和5年度

有収水量１㎥当りの費用内訳

企業債利息

繰延勘定償却

減価償却費

資産減耗費

一般営業費

修繕費

受水費

動力費

給与関係費

162.10円 167.76円 172.98円
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４．会　　計

（１）重要契約の要旨（税込み）

単位：円

契 約 年 月 日 契 約 金 額 契 約 の 相 手 方

令和4年9月8日 36,300,000 (株)菅原

令和5年6月7日 11,825,000 (株)アクアマスター

令和5年6月29日 7,150,000 (株)菅原

令和5年6月29日 10,395,000 親和産業(株)

令和5年7月27日 10,340,000 (有)岡田設備工業

令和5年9月13日 10,340,000 (有)岡田設備工業

令和5年9月13日 17,050,000 親和産業(株)

令和5年10月25日 11,880,000 (株)福田工務店

令和5年10月26日 13,640,000 (株)アクアマスター

令和5年11月6日 10,340,000 (有)岡田設備工業

令和5年11月29日 15,620,000 (株)アクアマスター

令和5年11月29日 11,660,000 親和産業(株)

（２）企業債の概要

単位：円

事　業　名 前年度末残高 本年度借入高 本年度償還高 本年度末残高

水道事業 2,299,453,553 155,300,000 157,200,443 2,297,553,110

倉丸安川地内配水管改良工事（23-1工区）

契 約 内 容

岡垣町浄水場高圧受電盤他更新工事

旭中地内配水管改良工事（23-1工区）

黒山２号水源電源ケーブル本設工事

旭西地内配水管改良工事（23-1工区）

東山田地内配水管改良工事（23-2工区）

沖・大坪線配水管改良工事（23-1工区）

野間地内配水管改良工事（23-1工区）

海老津宝地内配水管改良工事（23-1工区）

旭西地内配水管改良工事（23-2工区）

旭西地内配水管改良工事（23-3工区）

東山田地内配水管改良工事（23-1工区）
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５. その他

（１）他会計補助金等の使途について 

① 収益的収入、営業外収益、他会計負担金540,000円を、児童手当に540,000円充当した。（特定収入）

② 資本的収入、負担金、消防負担金10,450,000円を、消火栓設置費用（課税支出）に10,450,000円充当した。（特定収入）

（２）資本的収入が支出に対して不足する額の補てんについて 

 当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額23,233,516円、当年度分損益勘定留保資金158,930,807円、建設改良積立金40,789,069

円、減債積立金40,789,069円については、資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額に補てんした。 
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単位：円

当年度 累　計

財 政 融 資 資 金 平成 6年 3月 23日 32,100,000 1,916,008 32,100,000 0 3.650% 令和6年3月

財 政 融 資 資 金 平成 6年 3月 23日 23,300,000 1,390,747 23,300,000 0 3.650% 令和6年3月

財 政 融 資 資 金 平成 7年 3月 27日 14,700,000 923,366 13,733,198 966,802 4.650% 令和7年3月

財 政 融 資 資 金 平成 7年 3月 27日 23,800,000 1,494,973 22,234,702 1,565,298 4.650% 令和7年3月

財 政 融 資 資 金 平成 8年 3月 14日 19,200,000 1,023,584 17,054,311 2,145,689 3.150% 令和8年3月

財 政 融 資 資 金 平成 8年 3月 14日 42,100,000 2,244,420 37,395,130 4,704,870 3.150% 令和8年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成 8年 3月 22日 12,800,000 775,549 12,800,000 0 3.250% 令和6年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成 8年 3月 22日 17,300,000 1,043,260 17,300,000 0 3.200% 令和6年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成 8年 3月 22日 10,800,000 654,370 10,800,000 0 3.250% 令和6年3月

財 政 融 資 資 金 平成 9年 3月 25日 28,800,000 1,450,241 24,199,285 4,600,715 2.800% 令和9年3月

財 政 融 資 資 金 平成 9年 3月 25日 16,100,000 810,725 13,528,074 2,571,926 2.800% 令和9年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成 9年 3月 28日 19,200,000 1,093,259 18,074,807 1,125,193 2.900% 令和7年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成 9年 3月 28日 10,700,000 609,264 10,072,939 627,061 2.900% 令和7年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成 9年 3月 28日 6,900,000 391,198 6,497,573 402,427 2.850% 令和7年3月

財 政 融 資 資 金 平成10年3月25日 28,000,000 1,308,828 22,482,497 5,517,503 2.100% 令和10年3月

財 政 融 資 資 金 平成10年3月25日 20,700,000 967,598 16,620,990 4,079,010 2.100% 令和10年3月

企  業  債  明  細  書

種　　類 発 行 年 月 日 発行総額
償　　還　　高

未償還残高 利　率 償還終期 備　　考
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単位：円

当年度 累　計
種　　類 発 行 年 月 日 発行総額

償　　還　　高
未償還残高 利　率 償還終期 備　　考

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成10年3月30日 18,600,000 974,410 16,586,040 2,013,960 2.200% 令和8年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成10年3月30日 10,800,000 565,786 9,630,603 1,169,397 2.200% 令和8年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成10年3月30日 2,000,000 104,358 1,784,467 215,533 2.150% 令和8年3月

財 政 融 資 資 金 平成11年3月25日 18,500,000 846,883 13,989,747 4,510,253 2.100% 令和11年3月

財 政 融 資 資 金 平成11年3月25日 15,600,000 714,128 11,796,760 3,803,240 2.100% 令和11年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成11年3月30日 10,900,000 554,777 9,164,408 1,735,592 2.100% 令和9年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成11年3月30日 10,400,000 529,328 8,744,022 1,655,978 2.100% 令和9年3月

財 政 融 資 資 金 平成12年3月24日 21,200,000 945,779 15,112,469 6,087,531 2.000% 令和12年3月

財 政 融 資 資 金 平成12年3月24日 20,800,000 927,934 14,827,327 5,972,673 2.000% 令和12年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成12年3月30日 3,100,000 153,588 2,454,152 645,848 2.000% 令和10年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成12年3月30日 11,100,000 549,942 8,787,449 2,312,551 2.000% 令和10年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成12年3月30日 13,800,000 683,712 10,924,936 2,875,064 2.000% 令和10年3月

財 政 融 資 資 金 平成13年3月26日 31,100,000 1,338,326 21,110,021 9,989,979 1.600% 令和13年3月

財 政 融 資 資 金 平成13年3月26日 12,000,000 516,396 8,145,346 3,854,654 1.600% 令和13年3月

財 政 融 資 資 金 平成13年3月26日 12,000,000 516,396 8,145,346 3,854,654 1.600% 令和13年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成13年3月29日 47,300,000 2,262,089 35,396,917 11,903,083 1.700% 令和11年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成13年3月29日 11,900,000 567,624 8,917,656 2,982,344 1.650% 令和11年3月
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単位：円

当年度 累　計
種　　類 発 行 年 月 日 発行総額

償　　還　　高
未償還残高 利　率 償還終期 備　　考

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成13年7月30日 88,000,000 4,230,436 65,672,422 22,327,578 1.800% 令和11年3月

財 政 融 資 資 金 平成13年7月31日 282,700,000 12,265,286 190,403,779 92,296,221 1.800% 令和13年3月

財 政 融 資 資 金 平成14年3月25日 37,600,000 1,621,306 23,269,516 14,330,484 2.200% 令和14年3月

財 政 融 資 資 金 平成14年3月25日 44,600,000 1,923,144 27,601,605 16,998,395 2.200% 令和14年3月

財 政 融 資 資 金 平成14年3月25日 25,000,000 1,077,996 15,471,753 9,528,247 2.200% 令和14年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成14年3月28日 62,300,000 2,990,249 42,917,051 19,382,949 2.200% 令和12年3月

財 政 融 資 資 金 平成15年3月25日 30,700,000 1,268,151 18,577,263 12,122,737 1.200% 令和15年3月

財 政 融 資 資 金 平成15年3月25日 19,600,000 809,634 11,860,402 7,739,598 1.200% 令和15年3月

財 政 融 資 資 金 平成15年3月25日 23,000,000 950,081 13,917,820 9,082,180 1.200% 令和15年3月

財 政 融 資 資 金 平成15年3月25日 15,100,000 623,749 9,137,350 5,962,650 1.200% 令和15年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成15年3月28日 26,600,000 1,209,403 17,716,644 8,883,356 1.200% 令和13年3月

財 政 融 資 資 金 平成16年3月25日 48,000,000 1,977,534 25,901,216 22,098,784 2.000% 令和16年3月

財 政 融 資 資 金 平成16年3月25日 55,000,000 2,265,925 29,678,475 25,321,525 2.000% 令和16年3月

財 政 融 資 資 金 平成16年3月25日 21,000,000 865,171 11,331,782 9,668,218 2.000% 令和16年3月

財 政 融 資 資 金 平成17年3月25日 12,800,000 516,923 6,340,458 6,459,542 2.100% 令和17年3月

財 政 融 資 資 金 平成17年3月25日 62,900,000 2,540,192 31,157,411 31,742,589 2.100% 令和17年3月

財 政 融 資 資 金 平成17年3月25日 18,000,000 726,923 8,916,269 9,083,731 2.100% 令和17年3月
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単位：円

当年度 累　計
種　　類 発 行 年 月 日 発行総額

償　　還　　高
未償還残高 利　率 償還終期 備　　考

財 政 融 資 資 金 平成17年3月25日 27,800,000 1,122,692 13,770,684 14,029,316 2.100% 令和17年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成17年3月30日 1,200,000 53,881 660,892 539,108 2.100% 令和15年3月

財 政 融 資 資 金 平成18年3月27日 106,000,000 4,192,270 48,226,156 57,773,844 2.100% 令和18年3月

財 政 融 資 資 金 平成18年3月27日 7,700,000 304,533 3,503,220 4,196,780 2.100% 令和18年3月

財 政 融 資 資 金 平成18年3月27日 18,000,000 711,894 8,189,346 9,810,654 2.100% 令和18年3月

財 政 融 資 資 金 平成19年3月26日 92,400,000 3,578,843 38,384,255 54,015,745 2.100% 令和19年3月

財 政 融 資 資 金 平成19年3月26日 9,900,000 383,447 4,112,597 5,787,403 2.100% 令和19年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成20年3月28日 100,000,000 4,217,333 41,880,761 58,119,239 2.100% 令和18年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成20年3月28日 6,300,000 265,692 2,638,487 3,661,513 2.100% 令和18年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成21年3月30日 104,000,000 4,319,852 39,733,098 64,266,902 1.900% 令和19年3月

地 方 公 共 団 体
金 融 機 構

平成21年3月30日 9,000,000 373,833 3,438,441 5,561,559 1.900% 令和19年3月

財 政 融 資 資 金 平成22年3月25日 120,000,000 4,365,501 36,192,416 83,807,584 2.100% 令和22年3月

財 政 融 資 資 金 平成22年3月25日 39,000,000 1,418,788 11,762,536 27,237,464 2.100% 令和22年3月

財 政 融 資 資 金 平成23年3月25日 86,000,000 3,100,737 23,239,038 62,760,962 1.900% 令和23年3月

財 政 融 資 資 金 平成23年3月25日 35,000,000 1,261,928 9,457,748 25,542,252 1.900% 令和23年3月

財 政 融 資 資 金 平成24年3月26日 114,500,000 4,106,991 27,341,051 87,158,949 1.700% 令和24年3月

財 政 融 資 資 金 平成24年3月26日 18,900,000 677,923 4,513,065 14,386,935 1.700% 令和24年3月
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単位：円

当年度 累　計
種　　類 発 行 年 月 日 発行総額

償　　還　　高
未償還残高 利　率 償還終期 備　　考

財 政 融 資 資 金 平成25年3月25日 107,000,000 3,832,607 22,159,587 84,840,413 1.500% 令和25年3月

財 政 融 資 資 金 平成26年3月25日 135,700,000 4,830,285 23,491,428 112,208,572 1.400% 令和26年3月

財 政 融 資 資 金 平成26年3月25日 19,200,000 2,433,700 19,200,000 0 0.400% 令和6年3月

財 政 融 資 資 金 平成27年3月25日 135,000,000 4,830,755 18,981,035 116,018,965 1.200% 令和27年3月

財 政 融 資 資 金 平成27年3月25日 45,400,000 5,703,372 39,685,216 5,714,784 0.200% 令和7年3月

財 政 融 資 資 金 平成28年3月25日 117,700,000 4,468,160 13,537,818 104,162,182 0.500% 令和28年3月

財 政 融 資 資 金 平成28年3月25日 16,800,000 2,103,146 12,587,395 4,212,605 0.100% 令和8年3月

財 政 融 資 資 金 平成29年3月27日 126,500,000 4,732,872 9,437,474 117,062,526 0.600% 令和29年3月

財 政 融 資 資 金 平成29年3月27日 21,500,000 2,687,635 13,435,484 8,064,516 0.010% 令和9年3月

財 政 融 資 資 金 平成30年3月26日 104,600,000 3,890,130 3,890,130 100,709,870 0.600% 令和30年3月

財 政 融 資 資 金 平成30年3月26日 27,800,000 3,474,826 13,897,220 13,902,780 0.010% 令和10年3月

財 政 融 資 資 金 平成31年3月25日 32,700,000 4,086,887 12,259,435 20,440,565 0.010% 令和11年3月

財 政 融 資 資 金 平成31年3月25日 93,200,000 0 0 93,200,000 0.500% 令和31年3月

財 政 融 資 資 金 令和 2年 3月 25日 119,700,000 0 0 119,700,000 0.300% 令和32年3月

財 政 融 資 資 金 令和 2年 3月 25日 17,300,000 2,162,338 4,324,612 12,975,388 0.003% 令和12年3月

財 政 融 資 資 金 令和 2年 3月 25日 20,300,000 2,537,309 5,074,543 15,225,457 0.003% 令和12年3月

財 政 融 資 資 金 令和 3年 3月 25日 87,000,000 0 0 87,000,000 0.500% 令和33年3月
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単位：円

当年度 累　計
種　　類 発 行 年 月 日 発行総額

償　　還　　高
未償還残高 利　率 償還終期 備　　考

財 政 融 資 資 金 令和 3年 3月 25日 9,900,000 1,235,768 1,235,768 8,664,232 0.040% 令和13年3月

財 政 融 資 資 金 令和 3年 3月 25日 8,200,000 1,023,566 1,023,566 7,176,434 0.040% 令和13年3月

財 政 融 資 資 金 令和 4年 3月 25日 79,800,000 0 0 79,800,000 0.700% 令和34年3月

財 政 融 資 資 金 令和 4年 3月 25日 35,600,000 0 0 35,600,000 0.200% 令和14年3月

財 政 融 資 資 金 令和 6年 2月 21日 36,300,000 0 0 36,300,000 0.500% 令和15年9月

財 政 融 資 資 金 令和 6年 3月 25日 119,000,000 0 0 119,000,000 1.400% 令和36年3月

計 3,882,400,000 157,200,443 1,584,846,890 2,297,553,110 (90件)
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◇注 記◇

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数

建物 １０～５０年 

構築物 １０～６０年 

機械及び装置 １０～２０年 

車輌及び運搬具  ４～ ６年 

工具器具及び備品  ２～１３年 

（２）無形固定資産 

・減価償却の方法 定額法による。 

・主な耐用年数

水利権 ２０年 

ソフトウェア ５年 
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３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

（２）賞与等引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給及び同手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。 

（３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上している。 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式による。 

Ⅱ．貸借対照表等関連 

１ 賞与等引当金の取り崩し 

令和５年度において、期末・勤勉手当として９，７７３，５７６円及び同手当に係る法定福利費として１，９３９，３６６円を支出するた

め、賞与等引当金から３，８４６，２９０円を取り崩した。 
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